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はしがき 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

税理士の使命(税理士法第１条)は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場に

おいて、申告納税制度の理念にそって、納税者の信頼にこたえ、納税義務の適正な実現を

図ることであり、この使命を自らの行動規範として誠実に税理士業務を遂行していくこと

が、税理士の社会的責務を全うすることになり、税理士制度の存在意義を維持するために

必要不可欠であります。 

今日、租税法規は複雑化の一途を辿り、また税理士の職能を活かした社会貢献の要請も

拡大し続け、税理士を取り巻く環境は大きく変貌しています。 

例えば、マネー・ローンダリング等対策のための確認・届出事務等、税務以外の行政機

関から要請される事務がますます増加し、また、事業承継に関するサポート業務等、中小

企業に対する総合的な経営支援の担い手としての役割も期待されています。 

税理士は、その業務の量的・質的拡大という社会的役割を高めつつ、税理士業務の周辺

領域に関する業務についても依頼者の信頼に適切に応えなければならず、それに伴うリス

クも当然に増大する傾向にあります。 

このような背景のもと、税理士に対する過失による専門家責任を求める声は年々大きく

なり、しかも判決で認定された賠償金額も増加傾向にあることに鑑みれば、税理士は、業

務を遂行するに当たって、専門家として適正な注意を払うことや日頃から税務の専門家と

して知識、経験、能力の向上を図ることは当然のことですが、依頼者からの深い信頼を得

るとともに、専門家責任を履行するためには、依頼者に対する有用な情報を適時提供する

ことや高付加価値の業務を提供することが必須の要件となります。 

このため、業務対策部では、小冊子『税理士の専門家責任を実現するための 100の提案』

を平成 21年３月に発刊し、会員への専門家責任に対する注意を喚起したところですが、令

和４年３月の税理士法改正や、税理士の業務の ICT 化が積極的に推進され、紙ベースでは

なくデジタルを活用することが標準的な事務処理の方法とされるに至った業務環境の変化、

中小企業支援等の税理士に求められる社会的役割の拡大等、新たに会員が注意すべき事項

を反映し、引き続き税理士の専門家責任を十分に果たしつつ、依頼者に提供すべき税理士

の業務水準の向上を図ることを目的に、内容の改訂を行いました。 

本稿が、税理士の業務水準の向上と税理士の社会的地位の向上はもとより、依頼者との

深い信頼関係を構築する一助となることを確信しています。 

最後に、改訂作業に当たられた末吉業務対策部長をはじめ委員の方々に、厚く感謝の意

を表する次第です。 

 

 

令和５年６月 

日本税理士会連合会 

会長 神津 信一 
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改訂にあたって  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

平成から令和に時代が変化する中、税理士をめぐる業務の範囲も拡大し続け、本来業務

である税理士業務（税務代理、税務書類の作成、税務相談）以外にも多くの役割が求めら

れ、税理士に対する公益的・社会的要請が広がり続けています。また、そのような広がり

続ける業務に係る専門家責任についても、本来業務である税理士業務に係る責任と同等の

水準のものが求められる状況にあり、これらの情勢の変化に適切に対応することが強く求

められています。 

また、近年の ICT の進展により、税理士（税理士法人）やその使用人等が執行する業務

は、デジタル技術を利用することが標準的となり、従来の紙ベースによる事務処理は例外

的な位置づけとなってきています。 

業務対策部では、このような新時代の税理士（税理士法人）の業務水準の向上を図るた

めの方策について、税理士の専門家責任をキーワードに、検討を重ねて参りました。 

この検討作業を歴史的に見れば、平成 21年３月に、その最初の成果である「税理士の専

門家責任を実現するための 100 の提案」(小冊子)が初版としてとりまとめられた後、数次

の改訂を経て、この度、最終改訂以降に新たに現出した税理士の業務に関連する諸制度に

ついて加筆し、令和４年３月の税理士法改正の内容を反映させ、なかでも新しい税理士法

第２条の３の趣旨目的を意識した見直し作業を行い、当該小冊子の最新の改訂版として公

表する運びとなりました。 

本小冊子の構成は、第１章で本小冊子の作成目的（税理士の業務水準の向上を図る意義）、

第２章が本文で、税理士業務を執行する上で重要な税理士法の基本部分の理解、税理士制

度を尊重する観点から制度化された書面添付制度、より具体的には税理士損害賠償事例の

紹介、税理士法上の守秘義務をはじめとする各種の情報保護規定、マネー・ローンダリン

グ等対策について、税理士の業務の ICT 化推進の視点から、主として税理士事務所の運営

経験に乏しい会員を対象に、今後の業務水準のますますの向上を期待して編集いたしまし

た。 

また、本文各項目に応対する業務関連の参考資料を、日本税理士会連合会ホームページ

（会員専用ページ）に掲載しております。 

本小冊子等が会員各位の業務水準の一層の向上に役立ち、依頼者との信頼関係の増進に

寄与することとなれば幸いです。 

 

 

令和５年６月 

日本税理士会連合会 

業務対策部長 末吉 幹久 
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はじめに 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

本小冊子の作成目的（業務水準の向上を図る意義） 

 

税理士法第１条には「税理士の使命」の規定が置かれ、税理士及び税理士法人が税理士

業務やその付随業務等を執行する上での行動規範として、日々の業務に反映させるべき基

本原則が定められています。 

税理士法第１条の条文は改めて見ていただきたいと思いますが、納税義務者の信頼にこ

たえ、納税義務の適正な実現を図るための方法として「独立した公正な立場」であること

と、「申告納税制度の理念」に沿うことが重要な要素となることが示されています。 

税理士業務等を遂行する上での、税理士の独立性がなぜ求められるのか、それは公正で

あるためには独立していないといけないという、独立性が公正であるための必要条件であ

るということと考えられます。公正であるためには、租税に関する基本部分についての深

い見識や、新しい情報の不断のアップデートといった学識的側面は当然に必要な第一の条

件ですが、その上で、税理士の業務環境における特徴的な公正要素として、国・租税行政

庁の側からも、国民・納税義務者の側からも、独立した立場であるべきことが１条におい

て特に強調されているものと考えられます。このような立場に立つ職業専門家は無責任な

姿勢ではあり得ず、独立した公正な立場には職業専門家としての専門家責任がコインの裏

表のように存することになります。 

もう一つの要素である「申告納税制度の理念」が税理士の業務に反映されるべき点とは

どのようなことでしょうか。 

申告納税制度とは租税債務の確定手続における民主主義の価値観を反映した制度と説明

されますが、その核心は自らの義務は自らが決め、履行するという、自己賦課の価値観に

求められると考えられます。 

税理士の業務を執行する上での税理士の使命を果たすための方法も、法令や会則規則上

の懲戒という拘束力を持たせる方法がありますが、事務所内部の自治的規律については、

外からの拘束力によるのではなく、まずは自覚と自己統制に基づくものであるべきであり、

税理士法第１条に「申告納税制度の理念にそって」と規定されたことは、そのような行動

規範を予定したものとも言えるのではないでしょうか。 

このように、自立し自律された業務への取り組みにより、専門家責任は果たされ、国・

租税行政庁や、国民・納税義務者からの税理士制度への信頼と評価につながっていくもの

と考えられるのであります。 

税理士がその社会的役割を高め、複雑多様化した業務を増加させればさせるほど、税理

士を取り巻くリスクも増大していきます。 

税理士の債務不履行に伴う損害賠償に係る税理士職業賠償責任保険の事故例は、毎年、

多数発生し、この他にも、自己負担で損害賠償金を支払っている事故例があるものと推測

される状況にあり、訴訟社会は税理士が業務を行う上において一般的な環境として対応し

なければなりません。 

また、プロである税理士に対し、その依頼者である国民の権利利益や、消費者保護の観

点を重視する司法の考え方があり、このような状況下において、税理士はその専門家責任

の内容を過不足なく理解し、日々の業務を自覚をもって遂行することが必要となるでしょ

う。 
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本書においては、税理士の専門家責任をキーワードに、税理士の業務水準の向上を図る

ことを目的として、様々な資料を紹介しておりますので、日本税理士会連合会ホームペー

ジ（会員専用ページ）から参考資料を活用され、より充実した税理士の業務のためのヒン

トとされることを期待します。 
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